様式第１号（第４条関係）
年　　月　　日

三原市長　様
住所　　　　　　　　　　　　　
組織名　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　

年度三原市避難の呼びかけ体制構築・実践支援事業費補助金交付申請書

年度三原市避難の呼びかけ体制構築・実践支援事業費補助金の交付を受けたいので、三原市避難の呼びかけ体制構築・実践支援事業費補助金交付要綱第４条の規定により関係書類を添えて次のとおり申請します。
なお、補助金の交付が決定されたときは、同要綱の規定に従うことを誓約します。

１　補助事業の名称
　　三原市避難の呼びかけ体制構築・実践支援事業

２　補助事業等の目的及び内容
　（１）目的
地域住民の早期避難を促すため、避難の呼びかけ体制の構築し、また、構築した避難の呼びかけ体制を実践する。
　（２）内容及び事業実施計画
　　　　別紙事業計画書のとおり

３　交付申請額
　　金　　　　　　　　　　　　　円

様式第２号（第４条関係）
事　業　計　画　書
	自主防災組織名
	

	地域内の
災害想定区域の有無
	土砂災害・洪水浸水・ため池浸水・
その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）


※地域内の災害想定区域の有無の欄には、ハザードマップ等を確認し、地域で発生が想定される災害がある場合は、該当するものに〇をしてください。
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※１　実施の有無（見込）の欄は、該当するものに〇をしてください。
      なお、実施の有無の考え方は、以下のとおりとします。
①自主防災組織が補助金申請年度に補助金を活用して当該取組を実施する場合・・・有
②自主防災組織が補助金申請年度に補助金を活用せずに当該取組を実施する場合（県や市町が実施する取組に参加する場合も含む。）・・・有【当該取組の必要経費を０円と記入してください。】
③自主防災組織が補助金申請年度以前に当該取組を実施しており、補助金申請年度に当該取組の実施が不要な場合（過去に県や市町が実施した取組に参加する場合も含む。）・・・実施済
※２　必要経費の内容の欄は、支出を予定している主な品名等を記入してください。
※３　必要経費の金額の欄は、経費区分の合計金額を記入してください。
※４　避難訓練・情報伝達訓練で防災資機材の購入を予定している場合は、別紙一覧に購入予定の品等を記入してください。
※５　マイ・タイムライン等の地域普及に係る取組は、体制構築（初年度）と実践（２年目以降）のいずれにおいても、必須の取組となります。














様式第３号（第４条関係）
防災資機材購入予定一覧
	品　　名
	数量
	単価（円）
	合計（円）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	総　　合　　計（円）
	
	


※１　単価は、消費税込みの価格で記入してください。
※２　総合計は、事業計画書の資機材購入費と一致させてください。
※３　避難訓練・情報伝達訓練以外の目的で購入を予定している防災資機材については、備考欄にその旨を記入してください。
※４　カタログの写し等、防災資機材の明細が分かる書類がある場合は、品名欄に「別紙〇〇の写しのとおり」、合計欄に見積額を記入し、その写しを添付しても差し支えありません。

様式第４号（第４条関係）
収　支　予　算　書
収入の部
	項　　目
	金　　額（円）
	備　　考

	市補助金
	
	

	自己資金
	
	

	その他収入
	
	

	合　　計
	
	





支出の部
	項　　目
	金　　額（円）
	備　　考

	防災講演会・研修会
	
	

	災害図上訓練(DIG)・
まちあるき
	
	

	呼びかけ体制づくり・
ワークショップ
	
	

	避難訓練・
情報伝達訓練
	
	

	訓練振り返り・
ワークショップ
	
	

	構築した体制の住民への周知とマイ・タイムライン等の地域普及に係る取組
	
	

	合　　計
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（金額：円）  

取組内容  補助対象  実施 の 有無   （見込）  実施時期   （見込）  参加者数   （見込）  必要経費  

初年度   のみ  ２年目   以降   経費区分  内容  金額  

防災講演会・   研修会  ○  対象外  有   実施済  月  人  報償費    

消耗品費    

その他    

合計 ①    

災害図上訓練   (DIG ) ・   まちあるき  ○  対象外  有   実施済  月  人  報償費    

消耗品費    

その他    

合計 ②    

呼びかけ体制   づくり・   ワークショップ  ○  対象外  有   実施済  月  人  報償費    

消耗品費    

その他    

合計 ③    

避難訓練・   情報伝達訓練    ○  ○  有   実施済  月  人  報償費    

消耗品費    

資機材購入費  防災資機材購入   予定一覧のとおり     

その他    

合計 ④    

訓練振り返り・   ワークショップ  ○  ○  有   実施済  月  人  報償費    

消耗品費    

その他    

合計 ⑤    

構築した体制の住民 への周知とマイ・タ イムライン等の地域 普及に係る取組（上 記取組と併用可）  ○  ○  有  月  人  報償費    

消耗品費    

その他    

合計 ①    

      事業費合計 ( ①＋②＋③＋④＋⑤ )   

・呼びかけ体制構築時期（又は事業の完了時期）：       年     月 （構築・予定）  


